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 JY-69-2  

 

「常陽」と実用発電用原子炉の Cs-137 の放出量評価の比較 

 

1. 事象推移に基づく Cs-137 の放出量評価の比較 

1.1 概要 

「常陽」の多量の放射性物質等を放出する事故と実用発電用原子炉の重大事故における Cs-

137 の放出量の評価について比較した結果を示す。 

 

1.2 評価対象の事故シーケンス 

1.2.1 「常陽」の評価対象の事故シーケンス 

多量の放射性物質等を放出する事故は、原子炉停止機能喪失型と崩壊熱除去機能喪失型に

大別される。これらのうち、周辺環境への影響度が相対的に大きくなる事故シーケンスとし

て、原子炉停止機能喪失型は ULOF の評価事故シーケンス、崩壊熱除去機能喪失型は PLOHS の

評価事故シーケンスを代表事象に選定し、評価を実施している。 

 

1.2.2 実用発電用原子炉の評価対象の事故シーケンス 

大破断 LOCA 時に ECCS 注入及び格納容器スプレイに失敗する事故シーケンスを対象に評価

を実施している[1]。なお、実用発電用原子炉の評価で参照している NUREG-1465[2]は当該事故

シーケンスを含み、低圧の事象も対象としている。 

 

1.3 Cs-137 の格納容器内への放出割合の評価 

「常陽」及び実用発電用原子炉の Cs-137 の移行に係る概念図を第 1 図に、評価のフロー図

を第 2 図に示す。 

炉心が損傷する過程における炉心から格納容器への放出割合は、事故の事象推移に大きく

依存する。実用発電用原子炉における炉心から格納容器への放出割合の評価では、NUREG-

1465[2]に示されている割合で格納容器に放出されることを想定しており、第1表に示す通り、

LOCA による冷却材が喪失した状態での燃料破損（Gap Release）・燃料の溶融（Early in-

Vessel）、原子炉容器損傷後の MCCI（Ex-Vessel）及び 1 次系に沈着した Cs-137 の放出（Late 

in-Vessel）の各過程について評価している。 

「常陽」の炉心損傷過程では、炉心の周囲に多量の冷却材ナトリウムが残存する状態で燃

料の破損、炉心の損傷に至り、Cs-137 が放出される。加えて、原子炉容器内保持及び安全容

器内保持により、炉心損傷後に損傷炉心物質は比較的低温で安定的に冷却されること、また、

MCCI が防止されること等により、原子炉冷却材ナトリウム等による Cs-137 の保持効果によ

り放出量を抑制できる。 

 

1.3.1 「常陽」の ULOF の評価の概要 

ULOF では、炉心周囲の冷却材ナトリウムのサブクール度が大きい状態で炉心が損傷に至り、

ほぼ全量の Cs-137 が冷却材中に放出されるため、冷却材中での捕獲により格納容器への放出
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量は 2 桁程度低減される。また、炉心の再配置後も原子炉容器内で保持され、冷却材ナトリ

ウム温度が過度に高くならないことや、冷却材・カバーガスバウンダリの気密が維持される

ことも相まって、大半の Cs-137 は原子炉冷却材バウンダリ内で保持される。 

 

1.3.2「常陽」の PLOHS の評価の概要 

PLOHS では、炉心温度の上昇による燃料被覆管のクリープ破損により、通常運転時に燃料-

被覆管ギャップ部に移行した Cs-137 や、事故時の昇温により燃料ペレットから放出される

Cs-137 が冷却材中に放出される。その後、冷却材液位が炉心頂部に達し、液位よりも上に露

出した炉心は被覆管の溶融によって崩壊し、溶融スティールと固体ペレットの混合物を形成

し、Cs-137 が原子炉容器内に放出される。液位の低下に従って炉心よりも下の構造物は炉心

からの熱負荷で溶融又はクリープ破損し、最終的に損傷炉心物質は下部プレナム内の冷却材

のナトリウム中へ落下し、原子炉容器破損後は、安全容器内で安定的に冷却される。 

以上のとおり、燃料の周囲に冷却材ナトリウムが存在した状態で Cs-137 が冷却材中又は原

子炉容器内に放出されるため、格納容器への放出量は低減される。また、損傷炉心物質の再配

置後も損傷炉心物質は、安全容器内の約 350℃のナトリウム中に 900℃以下で保持されること

から、炉外事象時に大量の Cs-137 が放出されることはない。 

 

1.4 Cs-137 の格納容器外への放出割合の評価 

格納容器外への放出割合は格納容器内での除去と格納容器内圧による格納容器外への漏え

いにより決定される。 

格納容器内での除去について、実用発電用原子炉ではスプレイによる除去対策を講じてい

る点が異なるが、自然沈着によるプレートアウトの考慮、有効性評価における格納容器内圧

（実用発電用原子炉：MAAP、「常陽」：CONTAIN-LMR）を用いた漏えい率の評価は両者同じであ

る。 

ここで、自然沈着によるプレートアウトはエアロゾル濃度及び環境温度等に依存する。「常

陽」では、冷却材ナトリウムのエアロゾルが放射性物質に随伴するため、エアロゾル濃度が高

くなり、格納容器内の温度も低く推移することから、プレートアウトが促進される。 

ULOF においては、炉心損傷時に発生する機械的エネルギが原子炉冷却材バウンダリ及びカ

バーガス等のバウンダリに与える影響はほとんどなくいずれも健全であり、炉心損傷後に冷

却材の過度な昇温も生じないことから、格納容器の圧力は上昇せず、格納容器からの漏えい

率は低く維持され、Cs-137 の格納容器内への移行を仮定してもその大部分は格納容器バウン

ダリ内で保持される。 

また、PLOHS においては、原子炉冷却材が昇温され、冷却材ナトリウムが格納容器（床下）

に放出されるものの、崩壊熱が小さいことから、事象進展が緩やかであり、格納容器内の温度

は低く、圧力も極めて小さい（0.032kg/cm2[gage]）ことも相まって、大部分の Cs-137 は格納

容器（床下）及び格納容器（床上）のバウンダリ内で保持される。 
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第 1 図 「常陽」及び実用発電用原子炉の Cs-137 の移行に係る概念図 
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第 2 図 「常陽」及び実用発電用原子炉の Cs-137 の移行に係る評価のフロー図
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第 1 表 実用発電用原子炉の炉心から格納容器への放出割合の設定（NUREG-1465[2]）[1] 
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2. ナトリウムと水の Cs 保持率について 

2.1 概要 

ナトリウムと水における Cs の保持率の違いについて、化学的性質、事故時の状態、

事故事例を含む既存知見をもとに整理した。 

 

2.2 溶解度について 

Cs は、軽水炉では主に CsI として放出される。また Cs は水と反応し、水酸化セ

シウム（CsOH）となる。それぞれの化学的性質を第 2 表にまとめる[3]。 

 

第 2 表 水酸化セシウム及びヨウ化セシウムの性質[3] 

 水酸化セシウム ヨウ化セシウム 

密度[g/cm3] 3.68 4.51 

融点[ºC] 272 621 

沸点[ºC] 990 1280 

水への溶解度[g/100ml] 386 76.5 

 

いずれも水への溶解度は高く、放出時に水が多量にある場合では水に溶解するこ

とが予想される。 

一方、ナトリウム中の Cs の溶解度については、アルカリ金属同士でありほぼ無制

限に溶ける[4]。ただし、ナトリウムに比べ Cs の方が沸点は低く、ナトリウムの蒸発

速度に律速するものの、徐々に蒸発することが知られている。 

 

2.3 事故時の状態について 

冷却材としてのナトリウムと水との大きな違いの一つに沸点が挙げられる。軽水

炉の場合、事故時に既に冷却材が喪失している、或いは、その後の進展で冷却材が

沸騰することが考えられる。第 2表に示す通り、Cs 化合物の沸点は水よりも高いた

め、水の沸騰の過程で雰囲気に移行することはないものの、沸騰時の界面揺動に伴

う飛沫の発生により、エアロゾルとして拡散する。軽水炉における Cs 放出割合の評

価［5］について、第 3 表に示すように既存知見（NUREG-1465［2］）では 0.75、MAAP を

用いた数値評価では 0.93 となっている。 
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第 3 表 格納容器への放出割合の評価[5] 

 

 

一方、冷却材がナトリウムの場合、沸点の低い Cs が蒸発するものの、その蒸発速

度は低く、また 1.3.1 および 1.3.2 に示すように冷却材ナトリウムの温度はそれほ

ど上昇せず界面は穏やかであり、界面で蒸発した Cs が雰囲気により冷却、凝縮され

界面に沈降することで、Cs のエアロゾルとしての拡散が抑制される[6]。 

 

以上より、ナトリウム冷却高速炉では、軽水炉に比べ Cs の拡散の観点では固有の

安全性を有していると考えられる。 

 

2.4 既存知見について 

既存知見としては、米国における FP の冷却材中への放出に至った事故の調査[6]及

び Gibbs 自由エネルギ極小化法を用いた熱力学的計算結果[7]が挙げられる。 

米国における事故調査では、第 4 表に示すようにカバーガス中への Cs の移行は見

られていない。これは、上述の通り、一度カバーガスから蒸発した Cs が凝縮、沈降

したためと考えられている。 

熱力学計算を用いた Advanced Liquid Metal Reactor (ALMR)での、ナトリウム冷

却材およびカバーガス空間への FP 移行割合に関する評価[7]では、原子炉容器が健全

であり、カバーガスの気密が担保された条件で、ナトリウム温度を沸点とし、各成

分種の移行割合を評価している。ここで、完全に溶解されていなくても冷却材中に

存在するような混合層を仮定した場合では、第 5 表に示す通り Cs の移行割合は約

0.56×10-3程度と評価されており、Cs の拡散が抑えられている（なお、混合層を考

慮しない場合では、移行割合は 0.61 と軽水炉と同程度の評価となっている。）。 
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第 4 表 米国における FP の冷却材中への放出事故における FP 存在分布[6] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 5 表 熱力学計算を用いた ALMR における FP のカバーガス放出割合[7] 

ナトリウム温度：1156K、混合相考慮 
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著作権の問題により公開できません。 
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以上の知見を総合すると、化学的性質としてナトリウムの Cs に対する保持性は高

くないものの、軽水炉に比べ事故時の冷却材挙動は穏やかであり、ナトリウム界面

から蒸発した Cs はそのほとんどがナトリウム液面に沈着することが予想される。こ

のため、Cs のエアロゾルとしての拡散は、軽水炉に比べ極めて小さく、総合的に高

い保持力を有すると考えられる。 

 なお、NUREG-1465[2]では、サプレッションプール水のスクラビングによる除染係

数（DF）は約 1～100、MCCI 上部の水のスクラビングによる DF は約 10 と記載されて

いる。対象とする事象での液深が異なるため直接的な比較は出来ないが、水（液相）

としてナトリウムと同程度の量が確保出来る場合、水の保持力はナトリウムと同程

度以上と推測される。 

 

 

第 3 図 NUREG-1465 抜粋[2] 

 

3. まとめ 

「常陽」と実用発電用原子炉では、事象推移が異なることや、事象推移の不確かさが

大きいこと、また、冷却材のナトリウムと水の保持特性の不確かさが大きいことから、

定量的な比較は困難であるが、「常陽」は低圧系であり冷却材の喪失に至らず、炉心損

傷時に冷却材が残留していること、また、ナトリウムによる Cs の保持等により Cs の

拡散を抑制する特性を有すること等から、「常陽」の放出割合は、実用発電用原子炉の

放出割合を下回ると評価できる。 

 

以上 
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